
2015年度　決算報告
IBM レポート

2016年 7月 15日、第 154回組合会において2015年度事業報告ならびに収支決算が承認されました。

その概要をご報告いたします。

経
常
収
支
で
19
億
７
１
８
７
万
円
の

黒
字
と
な
り
ま
し
た

　
２
０
１
５
年
度
（
２
０
１
５
年
４
月
～
２
０
１
６
年
３

月
）
の
Ｉ
Ｂ
Ｍ
健
保
組
合
の
収
入
支
出
決
算
状
況
は
、
収
入

１
８
４
億
１
３
８
５
万
円
、
支
出
１
６
２
億
２
２
０
１
万
円
と
な
り
、

収
支
差
引
で
21
億
９
１
８
４
万
円
の
残
金
が
生
じ
ま
し
た
。
こ
れ
を

経
常
収
支
で
み
て
も
、
差
引
19
億
７
１
８
７
万
円
と
、
前
年
度
に
続

い
て
黒
字
を
計
上
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
黒
字
の
要
因
と
し
て
挙
げ
ら
れ
る
の
は
、
高
齢
者
医
療
制
度
へ
の
納

付
金
が
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
７・６
％
と
大
き
な
減
少
と
な
っ
た
こ
と

で
す
。こ
の
納
付
金
は
、概
算
額
を
拠
出
し
て
２
年
後
に
実
際
に
か
か
っ

た
医
療
費
等
を
も
と
に
精
算
す
る
し
く
み
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
こ
の

精
算
に
よ
る
戻
り
が
予
想
以
上
に
多
か
っ
た
た
め
相
殺
さ
れ
て
納
付
金

が
減
少
と
な
っ
た
も
の
で
す
。
一
方
、
収
入
の
大
部
分
を
占
め
る
保
険

料
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
は
保
険
料
率
引
上
げ
の
影
響
で
大
き
く
増
加

し
ま
し
た
が
、
本
年
度
は
微
増
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。
ま
た
、
主
に
み

な
さ
ま
と
ご
家
族
の
医
療
費
等
に
充
て
ら
れ
る
保
険
給
付
費
は
前
年
度

の
減
少
か
ら
本
年
度
は
増
加
に
転
じ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、
納
付
金
の
減
少
を
主
な
要
因
と
し
て
２
０
１
５
年
度

は
黒
字
と
な
り
ま
し
た
が
、
そ
の
納
付
金
の
う
ち
後
期
高
齢
者
支
援
金

に
つ
い
て
は
、
金
額
の
算
定
方
法
に
関
わ
る
「
総
報
酬
割
」（
５
頁
を

参
照
）
の
拡
大
に
よ
っ
て
Ｉ
Ｂ
Ｍ
健
保
組
合
の
場
合
、２
０
１
６
年
度
、

２
０
１
７
年
度
と
毎
年
大
幅
に
増
え
続
け
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い
ま

す
。
さ
ら
に
、
保
険
給
付
費
は
再
び
増
加
傾
向
を
示
し
て
い
る
こ
と
か

ら
、
今
後
は
予
断
を
許
さ
な
い
状
況
と
い
え
ま
す
。

　
Ｉ
Ｂ
Ｍ
健
保
組
合
で
は
、
引
き
続
き
事
業
の
合
理
化
・
効
率
化
を

進
め
な
が
ら
健
康
管
理
の
た
め
の
各
種
事
業
や
「
す
こ
や
か
サ
ポ
ー

トPlus

」
な
ど
の
充
実
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。
み
な
さ
ま
に
お
か

れ
て
は
、
こ
れ
ら
を
ぜ
ひ
ご
活
用
い
た
だ
い
て
健
康
管
理
に
留
意
さ

れ
る
と
と
も
に
、
医
療
機
関
へ
の
適
切
な
受
診
を
心
が
け
て
い
た
だ

く
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

2015年度に実施した事業の効果

医療費等の削減を図りました
ジェネリック医薬品の利用促進

柔道整復療養費の削減

　2015 年度末現在、ジェネリック医薬品の使用割合は 55%を超えました。

　件数、金額ともに減少となりました。

2014 年度2013 年度

●使用割合＊

●薬剤費削減額

2015 年度

＊各年度末の数量ベースによる使用
割合。厚生労働省は、これを 2017
年央に 70% 以上に、また 2018 年
度から 2020 年度末までの間のな
るべく早い時期に 80% 以上とする
目標を掲げています。

※（　）は前年度
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2013 年度

4,580 万円

12,545 件

2014 年度 2015 年度

4,417 万円 4,216 万円

11,910 件 11,298 件

2015年度に実施した主な事業

最
大
の
要
因
は
納
付
金
の
減
少
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2015 年 4 月～ 2016 年 3 月 1億 8,140万円（1 億 5,654 万円）

１	

適
用
・
給
付
事
業

2	

保
健
事
業

①
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
利
用
率
を
高
め
調
剤
額
の
削
減
を
推
進

②
調
剤
直
接
審
査
・
支
払
い
の
推
進
に
よ
る
医
療
費
事
務
手
数
料
の
削
減

③
柔
道
整
復
療
養
費
の
削
減

④
重
複
受
診
・
頻
回
受
診
に
対
す
る
医
療
費
の
適
正
化

⑤
被
扶
養
者
資
格
確
認
調
査
の
実
施

①
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
の
立
案
と
実
行

②
特
定
健
診
お
よ
び
特
定
保
健
指
導
の
定
着
と
推
進

③
情
報
シ
ス
テ
ム
の
活
用
お
よ
び
改
修
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介護保険

健 康 保 険

保険料	 17,588
その他経常収入	 291
経常収入合計	 17,879
その他収入（調整保険料など）	 535
収入総額	 18,414

介護保険収入	 1,491
繰越金	 1
繰入金、他	 179
合計	 1,671

財政調整事業繰越金	 14
別途積立金	 2,178

保険給付費	 9,349
納付金	 5,018
保健事業費	 1,175
その他経常支出	 365
経常支出合計	 15,907
財政調整事業拠出金	 312
その他支出	 3
支出総額	 16,222

介護納付金	 1,541
介護保険料還付金	 1
合計	 1,542

収入	 （百万円）

収入	 （百万円）

決算残金処分内訳	 （百万円）支出	 （百万円）

支出	 （百万円）

2015年度も保険料収入の範囲内で事業経費を賄うことができました

●義務的経費（法定給付費＋納付金）の推移

●経常収支状況

義務的経費の保険料収入に対
する割合は 2 年連続で減少し、
2015 年度は 80% 程度となり
ました。納付金の減少が最大の
要因ですが、これは精算による
戻りなど一時的な状況といえま
す。また、法定給付費は金額も
割合も一転して上昇に転じてお
り、今後は義務的経費全体が再
び増加傾向を示すことが懸念さ
れます。

保険料収入は微増にとどまりました
が、経常支出の多くを占める納付金
が減少となったため収支差はプラス
となり、その差は前年度よりもさら
に広がりました。
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※（　）は保険料収入に対する割合

2013 年度

8,919
（55.87%）

5,608
（35.14%）

14,527
（91.01%）

2014 年度 2015 年度

8,844
（50.88%）

9,104
（51.75%）

5,433
（31.26%）

5,018
（28.52%）

14,277
（82.14%）

14,122
（80.27%）

財政調整事業拠出金、他　11
その他経常支出　13

保健事業費

40

財政調整事業拠出金とは、高額医
療の発生および財政窮迫組合に対
し健保連が助成を行うための、調
整保険料を財源とする拠出金。

健診・特定保健指導
などの疾病予防事業
をはじめとする、
健康管理・健康
づくりのため
の費用。

支出
一人当たり

557千円

保険給付費

321納付金

172 法定給付費や出
産手当金、IBM
健保組合独自の
付加給付など。

国の高齢者医
療制度へ拠出
した負担金。

前年度比
+1.2%

前年度比
+2.8%

前年度比
-7.6%

納
付
金

法
定
給
付
費

●2015年度決算の概要

保険料
604

その他
経常収入
10

その他収入
（調整保険料など）19

収入
一人当たり

633千円

経常収入合計

20,00015,0005,0000 10,000
（百万円）

経常支出合計

※（ 　 ）は前年度

17,879

15,907

経常収支差
 1,972（1,641）

経常支出
合計
546 千円

経常収入
合計

614 千円

被保険者一人当たりで見ると…

保険料は
使われましたこう

3 ★ 2016 summer  


